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東日本大震災への救援

神奈川大学　名誉教授　　

　松　岡　紀　雄　

　東日本大震災に驚愕した 3.11 から、まもなく満２年

を迎える。避難生活を余儀なくされている人々は今なお

32万人を数え、復興が遅々として進まないというのが、

多くの国民の実感であろう。1000 年に１度の大災害と

はいえ、安易にこれまでの場所でのまちづくりが許され

ないことも影響している。

　今回の大震災に際しては、国民の４人に３人が、総額

6,000 億円を超える寄付をしたと言われるが、果たして

それらは被災者の救援につながったのであろうか？　

　寄付は、大きくは義援金と支援金に分かれる。被災自

治体への直接の寄付を別にすれば、日本赤十字社や中央

共同募金会、ＮＨＫ厚生文化事業団に託された寄付が「義

援金」と呼ばれ、総額約 3,700 億円に達した。この扱

いに関しては法律の定めがなく、厚生労働省の下に設け

られた義援金配分割合委員会（堀田力委員長）によって、

死亡者や住宅の全壊・半壊の件数に応じて , 被災 15 都

道県に配分された。

　義援金が被災者の手元に届けられるのが遅いと批判さ

れたが、政府や日赤の怠慢によるものとは言えない。被

災状況の掌握が先立つが、役場そのものが津波に襲われ

たり、首長や幹部、職員の生命まで奪われたりして、こ

うした作業を進められない自治体が続出したのである。

　義援金に関して言えば、昨年２月の時点で、義援金

総額の 99.6％（3,466 億円）が被災都道県に配分され、

96.6％が市町村へ、85.0％が個々の被災者へ届けられ

ている。

　国内では未曾有の義援金が寄せられたとはいうもの

の、被災者や被災地の救援という点では、十分ではない。

被災者の日々の生活の支援や、被災地の復旧・復興作業

の支援には、ボランティア、とりわけ計画的、組織的な

ＮＰＯ活動が欠かせない。こうしたＮＰＯにも活動資金

が不可欠であり、どうしても、継続的な国民的支援が必

要になってくる。

　先述の義援金を、こうしたＮＰＯ活動への支援に充て

ることが認められないことから、義援金とは異なる別の

寄付が必要となる。それが「支援金」である。実際に救

援活動に携わるＮＰＯに対して直接寄付をする場合と、

中間支援組織といって、そうした前線で活動するＮＰＯ

との仲立ちをする支援組織を通じて寄付を行う場合があ

る。

　今回、被災者救援で国際的にも注目を浴び評価された

のが、あしなが育英会（玉井義臣会長）である。長年の

交通遺児支援の経験から、震災発生の 2日後には震災

遺児への一時金支給を決定、募金活動を始めた。総額は

53億円を突破し、玉井会長自身が、世界ファンドレイ

ジング大賞を受賞するまでに至った。

　上記の中間支援組織として 50億円以上の寄付を集め

たのは、海外の自然災害などの支援を目的に、外務省や
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＜出席報告＞
本　日  1月24日 会員数  63名 対象者  57名 出席者  44(41)名 出席率  77.19％
前々回  1月10日 会員数  63名 対象者  57名 出席者  45(42)名 出席率  75.00％ MUP  4名 計  49名 修正率  81.67％



経団連も加わって創設した認定特定非営利活動法人ジャ

パン・プラットフォームである。海外での支援活動に実

績を持つ会員ＮＧＯ 35 団体を中心に、被災地での活動

を資金面で大きくサポートする役を担った。

　ひとりのアイデアから生まれたのが、ネット上に開設

された「復興市場」である。多くの救援物資が全国から

送られるが、それでは地元の商店は潤わない。被災地で

必要とする物資を、全国の支援者が地元の商店からネッ

ト上で購入してプレゼントしようという仕組みで、その

アイデアは賞賛に値する。

　企業では、やはりクロネコヤマトの貢献が傑出してい

る。従業員の専門的な技能を活かした自発的な活動も

さることながら、同社のトップは、１年間にわたって

宅急便１個につき 10 円の寄付を行うと決断した。総額

は、実に 142 億 3,680 万円に達した。同社の年間利益

の 40％が、被災地の水産業などの復興に充てられたの

である。日本の企業史に残る快挙と言えよう。

　今後の支援として、残された課題も多い。まちづくり

や、被災者への精神的サポート、産業・経済活動の再興

に向けた支援は、急がなければならないし、継続してい

かなければならない。復興予算の流用など、政府の被災

者の心を傷つけるような振る舞いには、国民全体が厳し

く監視していかなければならない。さらに、原発関連の

被災地に対しては、国民全体がこれからも自らの問題と

して真剣に取り組んでいかなければならない。
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● 1940 年愛媛県松山市生まれ。1964 年に京都大学法学

部卒業後、松下電器産業（現パナソニック）に入社。

松下幸之助会長の創設したＰＨＰ研究所に出向、アメ

リカＰＨＰ研究所の初代代表や、国際ＰＨＰ研究所代

表取締役兼英文ＰＨＰ編集長などを務める。

● 1980 年に経団連が創設した（財）経済広報センター

に出向。海外広報の第一線での活動が「海外広報の伝

道師」などと高く評価され、神奈川大学経営学部の創

設に当たって迎えられる。学部と大学院で、海外広報

論や企業市民論、経営環境概論、起業学入門、社会

福祉論、ＮＰＯマネジメントなどの科目を担当。2011

年 3 月に定年退職、名誉教授に就任。なお、定年退職

を前にした最終講義「松下幸之助から学びて、いま思

う日本の行く末」は、下記の　YouTube サイトで公開

されている。

      https://www.youtube.com/watch?v=hetJSuYZrIQ

 

●平塚市の高度情報化プラン策定委員会委員長や、市民

活動促進条例検討委員会の委員長、平塚市や二宮町の

総合計画審議会会長、平塚商工会議所の中心市街地活

性化特別委員会委員などを歴任。一昨年の平塚市長選

挙に際しては、公開討論会の司会も務めた。

 

●現在も、かながわボランタリー活動推進基金 21 の審

査会長、かながわ協働推進協議会座長、横須賀市市民

協働審議会委員長、全国信用金庫協会監事、さわやか

福祉財団評議員、公益法人協会理事、日本フィランソ

ロピー協会理事などを務める。

 

● 著書には、英文国際比較統計集『Japan 1980』シリー

ズ、『海外広報の時代』『企業市民の時代』『ボランティ

アを高く評価する社会』など。1986 年に、企業広報

功労者賞を受賞。

＜幹事報告＞
◎平塚南ロータリークラブ会員　原田　誠様が逝去され

ました。昨日 23 日　18：00 からの通夜式に、小飯塚

会長が出席されました。ご冥福をお祈り申し上げます

とともに、ご報告致します。

＜メークアップ＞　　　　４名

　　國岡久資、杉山善弥、福山　裕、常盤卓嗣　会員

＜ゲスト＞　　　　　　　１名

　　　　　　　　　　　　松岡紀雄様（卓話者）

＜ビジター＞　　　　　　０名

＜本日のスマイル＞　　　16 名

＜卓話・行事予定＞

２月　７日（木）　2008-09 年度ガバナー　

　　　　　　　　　　山路裕昭様（足柄ＲＣ）

　　１４日（木）→１６日（土）　第８グループＩＭ　

　　　　　　　　　　12:30 ～登録開始

　　　　　　　　　　　ホテルサンライフガーデン

　　２１日（木）　東海大学工学部土木工学科

　　　　　　　　　　教  授　山本吉道様

　　２８日（木）　平塚市長　落合克宏様

３月　７日（木）　会員健康診断

＜市内例会変更＞　　　　＊現在ございません。
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＜卓話・行事予定＞
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＜ビ  ジ  タ  ー＞

＜ゲ   ス   ト＞
卓話者プロフィール

クラブ会報委員会　　◎関口幸恵　　○北岡　明　　金谷浩史　　國岡久資　　青山紀美代　　杉山幹生


